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議案第１６号 

 

令和５年度小浜市水道事業会計予算 
 

 （総則）  

第１条 令和５年度小浜市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給 水 件 数 １３，４８０件 

（２） 年 間 総 有 収 水 量 ３，２１０，０００㎥ 

（３） 一日平均有収水量 ８，７９５㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 第３期拡張工事費および改良工事費 

１４０，２００千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 ６０７，９５０千円 

 第１項  営 業 収 益 ４８１，３７４千円 

 第２項  営業外収益 １２６，５７６千円 

 

  支  出  

第１款  事 業 費 ６０７，５９５千円 

 第１項  営 業 費 用 ５６０，４１９千円 

 第２項  営業外費用 ４５，９７６千円 

 第３項  特 別 損 失 ２００千円 

 第４項  予 備 費 １，０００千円 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が 

 資本的支出額に対し不足する額３００，０６２千円は、当年度分消費税および地方消費税

資本的収支調整額１０，４５２千円および当年度分損益勘定留保資金２８９，６１０千円

で補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ５３，０５７千円 

 第１項  企 業 債 ２０，０００千円 

 第４項  他会計負担金 ２５，５５７千円 

 第５項  補助金 ７，５００千円 
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  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 ３５３，１１９千円 

 第１項  建設改良費 １９９，６８０千円 

 第２項  企業債償還金 １５３，４３９千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと

定める。 

事項 期間 限度額 

小浜市上下水道料金 
徴収等業務委託 

令和６～１０年度 ９３，８９３千円 

  

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 
 
 
 
 
第３期拡張事業 

   千円 
 
 
 
 
２０，０００ 

証書借入 
または 
証券発行 

年4.0%以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他資
金について、利率
の見直しを行っ
た後においては、
当該見直し後の
利率) 

政 府 資 金 お よ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 
ただし、企業財

政の都合により据
置期間および償還
期限を短縮し、ま
たは繰上償還もし
くは低利に借換え
することができ
る。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費   ５５，１４７千円 

 

 （他会計からの補助金等） 

第１０条 水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費に充てるため、 

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２５，３００千円である。 

 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、１，７０６千円と定める。 

 

 

令和５年２月２０日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  松  崎  晃  治 
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（１）  処 理 区 域 面 積 

（２）  年 間 総 処 理 水 量 

（３）  一 日 平 均 処 理 水 量 

（４）  主要な建設改良事業 

議案第１７号 

 

令和５年度小浜市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和５年度小浜市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

７２２．９ha 

２，８７１，７５４㎥ 

７，８６８㎥ 

４３８，０００千円 

 （ア）管渠建設改良費 １６９，０００千円 

 （イ）処理場建設改良費 ２６９，０００千円 

 

 （収益的収入および支出） 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用 

 中支払利息および企業債取扱諸費１５１，３３１千円の財源にあてるため、企業債 

４０，０００千円を借り入れる。 

  収  入 
 

第１款  事 業 収 益 １，２１８，００２千円 

 第１項  営 業 収 益 ５５９，５７７千円 

 第２項  営業外収益 ６５８，４２５千円 

 

  支  出  

第１款  事 業 費 １，２０６，２１５千円 

 第１項  営 業 費 用 １，０３５，８４３千円 

 第２項  営業外費用 １６９，２７２千円 

 第３項  特 別 損 失 １００千円 

 第４項  予 備 費 １，０００千円 

 

（資本的収入および支出） 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額４７６，４３０千円は、当年度分消費税および地方消費税資本的収

支調整額２１，４６７千円、当年度分損益勘定留保資金４０４，３４５千円および過年度

分損益勘定留保資金５０，６１８千円で補てんするものとする。）。 

  収  入  

第１款 資 本 的 収 入 ９２１，８３６千円 

 第１項  企 業 債 ４８７，９００千円 

 第２項  出  資  金 ２２６，１０１千円 

 第５項  補 助 金 １９４，９００千円 

 第７項  受益者負担金および分担金 １１，３３５千円 

 第８項  貸付金収入 １，６００千円 
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  支  出  

第１款 資 本 的 支 出 １，３９８，２６６千円 

 第１項  建設改良費 ４５８，１４７千円 

 第２項  企業債償還金 ９３８，５１９千円 

 第４項  貸 付 金 １，６００千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと

定める。 

事項 期間 限度額 

小浜市上下水道料金 
徴収等業務委託 

令和６～１０年度 ６２，９４２千円 

  

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率および償還の方法は、次のとおりと

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 
（建設改良債等） 

千円 
 
 
 
 

５２７，９００ 
 

証書借入 
または 

証券発行 

年4.0%以内 
 

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、利
率の見直しを行
った後において
は、当該見直し後
の利率) 

政府資金およ
び、その他の資金
については、その
融資条件による。 
ただし、企業財

政の都合により
据置期間および
償還期限を短縮
し、または繰上償
還もしくは低利
に借換えするこ
とができる。 

 

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり 

と定める。 

（１）営業費用、営業外費用および特別損失 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

なければならない。 

（１）職員給与費  ４６，１６１千円 

 

 （他会計からの補助金等） 
第１０条 下水道事業会計における企業債の償還および児童手当に要する経費等に

あてるため、一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額は ６６７，０８６千円 であ

る。 

 
  

令和５年２月２０日 提出 

 

 

 小 浜 市 長  松  崎  晃  治 
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 607,950

1. 営業収益 481,374

1. 給水収益 457,407 水道料金・簡水料金収入

2. 加入金 7,383 水道加入金収入

3. 受託工事収益 850 受託給配水修繕収益

4. 他会計負担金 14,279 消防組合等負担金

5. その他営業収益 1,455 諸手数料

2. 営業外収益 126,576

1. 受取利息および配当金 225 預金利息

2. 他会計補助金 3,541
簡水債（利子分）償還一般会計補
助金他

5. 長期前受金戻入 120,358
償却資産取得財源の減価償却見合
分の収益化

7. 雑収益 1,352 原子力立地給付金等

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 607,595

1. 営業費用 560,419

1. 原水および浄水費 114,684 水源施設維持管理費用

2. 配水および給水費 58,828 配水および給水施設維持管理費用

3. 受託工事費 850 受託給配水修繕費用

4. 総係費 68,187 業務活動に要する費用

5. 減価償却費 314,170 固定資産の減価償却費

6. 資産減耗費 3,700 固定資産の除却費

2. 営業外費用 45,976

1. 支払利息および企業債取扱諸費 21,316 企業債借入金利息等

2. 雑支出 660 水道料金等過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 24,000

3. 特別損失 200

4. 過年度損益修正損 200

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

収益的収入および支出

令和５年度　小浜市水道事業会計予算実施計画
（水道事業・簡易水道事業）
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 53,057

1. 企業債 20,000

1. 企業債 20,000 第３期拡張事業および改良事業債

4. 他会計負担金 25,557

1. 他会計負担金 25,557
消防組合負担金、
簡水債元金償還一般会計負担金

5. 補助金 7,500

1. 国庫補助金 7,500 国道２７号配水管路更生工事 

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 353,119

1. 建設改良費 199,680

1. 水源および配水設備拡張費 393 第３期拡張事業費

2. 水源および配水設備改良費 191,669 配水設備改良事業費

3. 営業設備費 7,314 備品購入費等

4. リース債務支払額 304 リース料支払

2. 企業債償還金 153,439

1. 企業債償還金 153,439 企業債借入金元金

資本的収入および支出

8 水道事業会計
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

1. 事業収益 607,950 519,315 88,635

1. 営業収益 481,374 426,764 54,610

1. 給水収益 457,407 403,568 53,839

2. 加入金 7,383 7,383 0

3. 受託工事収益 850 600 250

4. 他会計負担金 14,279 13,782 497

5. その他営業収益 1,455 1,431 24

2. 営業外収益 126,576 92,551 34,025

1. 受取利息および配当金 225 225 0

2. 他会計補助金 3,541 1,972 1,569

5. 長期前受金戻入 120,358 88,392 31,966

7. 雑収益 1,352 962 390

9. 貸倒引当金戻入益 1,100 1,000 100

支　　　出
（単位　千円）

1. 事業費 607,595 470,043 137,552

1. 営業費用 560,419 427,835 132,584

1. 原水および浄水費 114,684 79,983 34,701

2. 配水および給水費 58,828 42,652 16,176

3. 受託工事費 850 600 250

4. 総係費 68,187 64,158 4,029

5. 減価償却費 314,170 237,342 76,828

6. 資産減耗費 3,700 3,100 600

2. 営業外費用 45,976 41,108 4,868

1. 支払利息および企業債取扱諸費 21,316 18,508 2,808

2. 雑支出 660 600 60

3. 消費税および地方消費税 24,000 22,000 2,000

3. 特別損失 200 100 100

4. 過年度損益修正損 200 100 100

4. 予備費 1,000 1,000 0

1. 予備費 1,000 1,000 0

令和５年度　小浜市水道事業会計予算実施計画　事業別内訳

収益的収入および支出

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

款 項 目 予定額(合計) 簡易水道事業水道事業

9 水道事業会計 



収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的収入 53,057 39,713 13,344

1. 企業債 20,000 20,000 0

1. 企業債 20,000 20,000 0

4. 他会計負担金 25,557 12,213 13,344

1. 他会計負担金  25,557 12,213 13,344

5. 補助金 7,500 7,500 0

1. 国庫補助金 7,500 7,500 0

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額(合計) 水道事業 簡易水道事業

1. 資本的支出 353,119 291,251 61,868

1. 建設改良費 199,680 164,280 35,400

1. 水源および配水設備拡張費 393 393 0

2. 水源および配水設備改良費 191,669 156,269 35,400

3. 営業設備費 7,314 7,314 0

4. リース債務支払額 304 304 0

2. 企業債償還金 153,439 126,971 26,468

1. 企業債償還金 153,439 126,971 26,468

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 39,027

減価償却費 314,170

資産減耗費 0

長期前受金戻入額 △ 120,358

受取利息および受取配当金 △ 315

支払利息および企業債取扱諸費 23,930

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与引当金の増減額（△は減少） 847

未収金の増減額（△は増加） 750

　　小計 258,301

利息および配当金の受取額 315

利息の支払額 △ 23,930

業務活動によるキャッシュ・フロー 234,686

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 122,271

消防負担金等による収入 3,800

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 29,357

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 89,114

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 △ 101,927

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 31,512

リース債務の返済による支出 △ 302

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 133,741

Ⅳ　資金増加(減少)額 11,831

Ⅴ　資金期首残高 907,037

Ⅵ　資金期末残高 918,868

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和５年度　小浜市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

       （令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（水道事業・簡易水道事業）
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（単位：千円）

１.営業収益

（1）給水収益 428,234

（2）加入金 10,118

（3）他会計負担金 13,547

（4）その他営業収益 1,305 453,204

２．営業費用

（1）原水及び浄水費 68,708

（2）配水及び給水費 44,979

（3）総係費 60,434

（4）減価償却費 313,783

（5）資産減耗費 3,700 491,604

営業損失 38,400

３．営業外収益

（1）受取利息及び配当金 315

（2）他会計補助金 4,030

（3）長期前受金戻入 122,448

（4）雑収益 1,155

（5）貸倒引当金 279 128,227

４．営業外費用

（1）支払利息及び企業債取扱諸費 24,252

（2）雑支出 310 24,562 103,665

経常利益 65,265

当年度純利益 65,265

前年度繰越剰余金 534,099

当年度未処分利益剰余金 599,364

令和４年度　小浜市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

(水道事業・簡易水道事業）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 128,010 118,095

ハ．構築物 9,584,223

減価償却累計額 △ 4,644,871 4,939,352

ニ．機械および装置 1,017,364

減価償却累計額 △ 774,747 242,617

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 11,370 3,804

へ．工具器具および備品 23,752

減価償却累計額 △ 17,072 6,680

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,150 8,659

チ．建設仮勘定 37,649

有形固定資産合計 5,446,756

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 6,374

ロ．リース資産 0

ハ．ダム使用権 2,357,002

無形固定資産合計 2,363,376

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 15,510

貸倒引当金 △ 14,024

投資その他の資産合計 1,486

　固定資産合計 7,811,618

２．流動資産

（1）現金預金 907,037

（2）未収金 41,665

貸倒引当金 0 41,665

（3）貯蔵品 2,610

（4）その他流動資産 5,850

　流動資産合計 957,162

　資産合計 8,768,780

令和４年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和５年３月３１日）

資産の部

（水道事業・簡易水道事業）
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３．固定負債
（1）企業債

1,173,748

（2）リース債務 496
固定負債合計 1,174,244

４．流動負債
（1）企業債

153,439

（2）リース債務 302
（3）未払金 33,319
（4）未払費用 1,100
（5）引当金

イ．賞与等引当金 3,913 3,913
（6）その他流動負債 600

流動負債合計 192,673

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 826,746
収益化累計額 △ 403,056 423,690

ロ．工事負担金 153,211
収益化累計額 △ 113,134 40,077

ハ．補助金 2,900,984
収益化累計額 △ 385,621 2,515,363

ニ．その他資本剰余金 1,582,202
収益化累計額 △ 999,851 582,351

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 6,500
繰延収益合計 3,567,981

負債合計 4,934,898

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 599,364
利益剰余金合計 636,236
剰余金合計 757,850
資本合計 3,833,882

　負債資本合計 8,768,780

資本の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

  ・たな卸資産の評価基準および評価方法 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

  ・主な資産 

貯蔵量水器 

    貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物     ３０年～４５年  

構築物     ２５年～４０年 

機械および装置     ８年～２０年 

車両運搬具       ４年～  ６年 

工具・器具および備品  ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権   ３０年 

ダム使用権   ５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は８１，７５９千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務 

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

前年度（自：令和４年４月１日  至：令和５年３月３１日） 

  （単位：千円） 

 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 ４０２，５５３ ５０，６５１ ４５３，２０４ 

営業費用 ３７４，３７３ １１７，２３１ ４９１，６０４ 

営業損益 ２８，１８０ △６６，５８０ △３８，４００ 

経常損益 １０１，０２７ △３５，７６２ ６５，２６５ 

セグメント資産 ７，３０３，２０４ １，４６５，５７６ ８，７６８，７８０ 

セグメント負債 ４，２０８，７４３ ７２６，１５５ ４，９３４，８９８ 

その他項目 

 他会計繰入金 

 

９，０００ 

 

１２，８４１ 

 

２１，８４１ 

 減価償却費 ２３７，３７９ ７６，４０４ ３１３，７８３ 

 有形固定資産およ 

 び無形固定資産の 

増加額 

 

△１５４，２４４ 

 

△６８，５８９ 

 

△２２２，８３３ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内  ３０２千円 

     １年超  ４９６千円  

      計   ７９８千円  

  

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 

令和４年度において、令和４年度６月期末手当および勤勉手当として４，３６９千円

を 支給するため、令和４年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６４

２千 円、賞与等引当金３，７２７千円を取り崩す。 

 

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

   令和４年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円収納があっ 

たため、破産更生債権額を減額する。 

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金を 

２５０千円取り崩す。 
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 89,900

ロ．建物 246,105

減価償却累計額 △ 133,279 112,826

ハ．構築物 9,710,496

減価償却累計額 △ 4,879,706 4,830,790

ニ．機械および装置 1,018,546

減価償却累計額 △ 802,631 215,915

ホ．車両運搬具 15,174

減価償却累計額 △ 13,699 1,475

へ．工具、器具および備品 23,752

減価償却累計額 △ 18,144 5,608

ト．リース資産 18,809 0

減価償却累計額 △ 10,159 8,650

チ．建設仮勘定 37,649

有形固定資産合計 5,302,813

（2）無形固定資産

イ．施設利用権 5,824

ロ．リース資産 0

ハ．ダム利用権 2,314,780

無形固定資産合計 2,320,604

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 15,260

貸倒引当金 △ 13,774

投資その他の資産合計 1,486

　固定資産合計 7,624,903

２．流動資産

（1）現金預金 918,868

（2）未収金 41,165

貸倒引当金 0 41,165

（3）貯蔵品 2,110

（4）その他流動資産 5,850

　流動資産合計 967,993

　資産合計 8,592,896

令和５年度　小浜市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和６年３月３１日）

資産の部

（水道事業・簡易水道事業）
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３．固定負債
（1）企業債

1,051,821

（2）リース債務 194
固定負債合計 1,052,015

４．流動負債
（1）企業債

141,927

（2）リース債務 302
（3）未払金 33,319
（4）未払費用 1,100
（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,760 4,760
（6）その他流動負債 600

流動負債合計 182,008

５．繰延収益
（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 830,646
収益化累計額 △ 420,347 410,299

ロ．工事負担金 153,211
収益化累計額 △ 116,040 37,171

ハ．補助金 2,908,484
収益化累計額 △ 453,872 2,454,612

ニ．その他資本剰余金 1,603,959
収益化累計額 △ 1,026,577 577,382

（2）建設仮勘定長期前受金
イ．補助金 6,500
繰延収益合計 3,485,964
負債合計 4,719,987

６．資本金
（1）自己資本金

イ．固有資本金 848,599
ロ．繰入資本金 595,032
ハ．組入資本金 1,632,401
資本金合計 3,076,032

７．剰余金
（1）資本剰余金

イ．国庫補助金 7,641
ロ．受贈財産評価額 25,077
ハ．工事負担金 38,870
ニ．その他資本剰余金 50,026
資本剰余金合計 121,614

（2）利益剰余金
イ．建設改良積立金 36,872
ロ．当年度未処分利益剰余金 638,391
利益剰余金合計 675,263
剰余金合計 796,877
資本合計 3,872,909

　負債資本合計 8,592,896

資本の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

  ・たな卸資産の評価基準および評価方法 

    個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に 

より算定） 

  ・主な資産 

貯蔵量水器 

    貯蔵材料費 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物     ３０年～４５年  

構築物     ２５年～４０年 

機械および装置     ８年～２０年 

車両運搬具       ４年～  ６年 

工具・器具および備品  ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

施設利用権   ３０年  

ダム使用権   ５５年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

（３）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は水道事業会計が負担し、当該負担金等

以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上し

ていない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 
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（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は７３，０２３千円

である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

小浜市水道事業は、水道事業および簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針 

等を決定していることから、水道事業および簡易水道事業の２つを報告セグメントとし 

ている。 

 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道地域以外の地域において水道水を供給する業務 

簡易水道事業 簡易水道地域において水道水を供給する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

当年度（自：令和５年４月１日  至：令和６年３月３１日） 

  （単位：千円） 

 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 ３８８，０３１ ４９，４６６ ４３７，４９７ 

営業費用 ３８１，２８７ １２１，３３５ ５０２，６２２ 

営業損益 ６，７４４ △７１，８６９ △６５，１２５ 

経常損益 ７９，８０３ △４０，７７６ ３９，０２７ 

セグメント資産 ７，１７１，９６７ １，４２０，９２９ ８，５９２，８９６ 

セグメント負債 ４，０３９，０９１ ６８０，８９６ ４，７１９，９８７ 

その他項目 

 他会計繰入金 

 

８，４１３ 

 

１３，３４４ 

 

２１，７５７ 

 減価償却費 ２３７，３４２ ７６，８２８ ３１４，１７０ 

 有形固定資産およ 

 び無形固定資産の 

増加額 

 

△１４２，０６８ 

 

△４４，６４７ 

 

△１８６，７１５ 
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４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内   ３０２千円 

     １年超   １９４千円  

      計    ４９６千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 

令和５年度において、令和５年度６月期末手当および勤勉手当として４，７６０千円を 

支給するため、令和５年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費７７２千 

円、賞与等引当金３，９８８千円を取り崩す。 

 

（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

   令和５年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納が見 

込まれるため、破産更生債権額を減額する。 

この内、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒引当

　　　金を２５０千円取り崩す。 
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3,070比  　較 0 819 695 984 0

17,071

前 年 度 244 4,395 3,380 2,032 0 14,001

本 年 度 244 5,214 4,075 3,016 0

手  当 手  当 手　当 金繰入額 別損失）

0 0

区　分
宿日直 期　末 勤　勉 賞与引当 手当（特

合　計

比  　較 18 0 50 504 0

10 1,560

前 年 度 2,016 0 364 0 0 10 1,560

特殊勤務 超過勤務

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手  当

管理職

本 年 度 2,034 0 414

単身赴任

504 0

0 1 0 4,447 3,070

職　員　手　当

の　　内　　訳

区　分
扶　養 住　居 通　勤

△ 525

1,340

3,549

資本勘定支弁職員 0 0 0 △ 820 △ 479

合計

0 24,576 14,001 46,290

比　　較

損益勘定支弁職員 0 1 0 5,267 1,865

資本勘定支弁職員 0 3 0 11,567 6,235

合計 0 7

前 年 度

損益勘定支弁職員 0 4 0 3,873

3,840

13,009 7,766

7,713

5,738

3,3155,756

合計 0 8 0 29,023 9,05317,071

職 員 数（人）
法定福利費

本 年 度

損益勘定支弁職員 0 5 0 18,276 11,315

資本勘定支弁職員

7,517

特別職 一般職 報酬 給料 手当

0 3 0 10,747

17,802

38,577

（単位　千円）

一　般　職 

　（１）　総　　括 （単位　千円）

区　分

8,816

△ 1,299

給与費

計

29,591

16,503

46,094

20,775

10,681

△ 1,824

8,857

合　計

24,648

19,818

55,147

24,648

21,642
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 4,447

113

486

職員手当 3,070 696

2,374

制度改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

3,848 異動等に伴う分

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）
7級

主　事
技　師

主　査 課長補佐 課長

7 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級

7 0 0.0
6 0 0.0
5 0 0.0 5
4 2 28.6 4
3 2 28.6 3
2 3 42.8 2

8 100.0

令和4年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

7 0 0.0
6 1 12.5
5 0 0.0 5
4 2 25.0 4

2 4 50.0 2

令和5年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 1 12.5 3

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

高　校　卒 154,600 154,600

大　学　卒 185,200 185,200

337,293

　平 均 年 齢　  （歳）  38歳8月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

333,920

　平 均 年 齢　  （歳）  38歳10月

令和4年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   290,171

　平均給与月額 　（円）   

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   298,712

　平均給与月額 　（円）   
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）

支給率等
（令和5年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

前 年 度 2.15 2.15 4.3 有

国の制度 2.2 2.2 4.4 有

１２月

本 年 度 2.2 2.2 4.4 有

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 100.0 100.0

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月

４号級 （人） 7 7

　号級 （人）

３号級 （人） 0 0　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 7 7

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 87.5 87.5

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 7 7

２号級 （人） 0 0

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 7 7

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 8 8
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扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 水道料金徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

  　給料総額に対する比率　（％） 0.03 0.03

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職
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当該年度分

左の財源
内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

千円 千円 千円 千円

93,893
令和6年度

～
令和10年度

93,893 93,893

過年度分

左の財源
内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

千円 千円 千円 千円

91,717
令和元年度

～
令和4年度

82,177 令和5年度 8,636 8,636

千円 千円 千円 千円

872 令和5年度 872 872

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

上下水道料金等イン
ボイス対応システム

改修業務委託

小浜市上下水道料金
徴収等業務委託

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

小浜市上下水道料金
徴収等業務委託
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収　　　入
（単位  千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業収益 1,218,002

1. 営業収益 559,577

1. 下水道使用料 481,004 下水道使用料収入

2. 他会計負担金 78,068
雨水処理に要する経費に対する
一般会計負担金

6. その他営業収益 505 下水路占用料等

2. 営業外収益 658,425

2. 他会計負担金 362,137
分流式下水道等に要する経費等
に対する一般会計負担金

3. 他会計補助金 780 一般会計補助金

4. 補助金 423 三味線堀樋門操作委託金

5. 長期前受金戻入 293,415
償却資産取得財源の減価償却見合分
の収益化

7. 雑収益 1,170 原子力立地給付金等

8. 貸倒引当金戻入益 500 貸倒引当金の収益

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 事業費 1,206,215

1. 営業費用 1,035,843

1. 管渠費 42,482 管渠（汚水・雨水）維持管理費用

2. 処理場費 217,983 浄化センター維持管理費用

3. ポンプ場費 19,300 中継ポンプ場維持管理費用

5. 総係費 58,318 業務活動に要する費用

6. 減価償却費 685,760 固定資産の減価償却費

7. 資産減耗費 12,000 固定資産の除却費

2. 営業外費用 169,272

1. 支払利息および企業債取扱諸費 151,331 企業債借入金利息等

2. 雑支出 5,253 下水道使用料過年度還付金等

3. 消費税および地方消費税 12,688

3. 特別損失 100

4. 過年度損益修正損 100

4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

収益的収入および支出

令和５年度　小浜市下水道事業会計予算実施計画
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収　　　入
（単位　千円） （単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的収入 921,836

1. 企業債 487,900

1. 企業債 487,900 建設改良債等

2. 出資金 226,101

1. 他会計出資金 226,101
企業債元金分等に対する
一般会計出資金

5. 補助金 194,900

2. 補助金 194,900 社会資本整備総合交付金

7. 受益者負担金および分担金 11,335

1.
受益者負担金および分
担金

11,335 受益者負担金および分担金

8. 貸付金収入 1,600

2. 短期貸付金収入 1,600 水洗便所改造資金貸付金元金収入

支　　　出
（単位　千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1. 資本的支出 1,398,266

1. 建設改良費 458,147

1. 管渠建設改良費 169,000 管渠（汚水・雨水）建設改良費

2. 処理場建設改良費 269,000 浄化センター建設改良費

4. 事務費 17,441 建設改良に要する事務費

5. 営業設備費 2,402 備品購入費等

6. リース債務支払額 304 リース料支払

2. 企業債償還金 938,519

1. 企業債償還金 938,519 企業債借入金元金

4. 貸付金 1,600

2. 短期貸付金 1,600 水洗便所改造資金貸付金

資本的収入および支出
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（単位　千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損益（△は損失） 13,511

減価償却費 685,760

資産減耗費 12,000

長期前受金戻入額 △ 293,415

支払利息および企業債取扱諸費 146,269

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 250

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 67

未収金の増減額（△は増加） 250

　　小計 564,058

利息の支払額 △ 146,269

業務活動によるキャッシュ・フロー 417,789

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 412,975

国・県補助金による収入 177,181

受益者負担金による収入 10,305

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 225,489

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債（※1）の発行による収入 527,900

建設改良企業債（※2）の償還による支出 △ 938,519

一般会計出資金による収入 226,101

リース債務の返済による支出 △ 304

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 184,822

Ⅳ　資金増加(減少)額 7,478

Ⅴ　資金期首残高 205,038

Ⅵ　資金期末残高 212,516

※1　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※2　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

令和５年度　小浜市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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税抜金額 （単位：千円）

１. 営業収益

（１）下水道使用料 449,585

（２）他会計負担金 69,920

（３）その他営業収益 522 520,027

２. 営業費用

（１）管渠費 34,582

（２）処理場費 186,316

（３）ポンプ場費 16,795

（４）総係費 51,583

（５）減価償却費 674,619

（６）資産減耗費 4,000 967,895

営業損失 447,868

３. 営業外収益

（１）他会計負担金 344,328

（２）他会計補助金 756

（３）補助金 369

（４）長期前受金戻入 285,914

（５）雑収益 2,512 633,879

４. 営業外費用

（１）支払利息および企業債取扱諸費 164,719

（２）雑支出 961 165,680 468,199

経常利益 20,331

当年度純利益 20,331

前年度未処理欠損金 377,399

当年度未処理欠損金 357,068

令和４年度　小浜市下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 522,902

ロ．建物 761,505

減価償却累計額 △ 87,875 673,630

ハ．構築物 17,673,120

減価償却累計額 △ 1,662,480 16,010,640

ニ．機械および装置 1,242,112

減価償却累計額 △ 339,033 903,079

ホ．車両運搬具 1,213

減価償却累計額 △ 522 691

へ．工具・器具および備品 2,988

減価償却累計額 △ 1,003 1,985

ト．リース資産 1,511

減価償却累計額 △ 544 967

チ．建設仮勘定 139,590

有形固定資産合計 18,253,484

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 10,845

貸倒引当金 △ 7,859

投資その他の資産合計 2,986

　固定資産合計 18,256,695

２．流動資産

（1）現金預金 205,038

（2）未収金 40,442

貸倒引当金 0 40,442

（3）その他流動資産 50

　流動資産合計 245,530

資産合計 18,502,225

３．固定負債

（1）企業債

9,802,898

（2）リース債務 460

　固定負債合計 9,803,358

令和４年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和５年３月３１日）

資産の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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４．流動負債

（1）企業債

938,519

（2）リース債務 304

（3）未払金 58,997

（4）未払費用 5,711

（5）引当金

イ．賞与等引当金 4,017 4,017

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,008,148

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 97,844

収益化累計額 △ 5,843 92,001

ロ．補助金 6,436,252

収益化累計額 △ 663,001 5,773,251

ハ．他会計補助金 318,027

収益化累計額 △ 27,271 290,756

ニ．受益者負担金および分担金 1,483,548

収益化累計額 △ 130,780 1,352,768

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 60,263

ロ．受益者負担金および分担金 12,160

　繰延収益合計 7,581,199

負債合計 18,392,705

６．資本金

（1）資本金

イ．出資金 203,292

　資本金合計 203,292

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 357,068

利益剰余金合計 △ 357,068

　剰余金合計 △ 93,772

資本合計 109,520

　負債資本合計 18,502,225

資本の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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機械および装置           ６年～３０年 

車両運搬具               ４年～　６年 

工具・器具および備品     ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア    ５年   

 

注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，３５１，３２２

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

公営企業会計へ移行しているのは、公共下水道事業のみのため、報告セグメントは一 

つである。 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

報告セグメントが一つのため、記載を省略している。 

 

４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内    ３０２千円 

     １年超    ４６０千円  

 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和４年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納があ 

ったため、破産更生債権額を減額する。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納があったため、貸倒引当金 

を２５０千円取り崩す。 

      計     ７６２千円  

 
５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和４年度において、令和４年度６月期末手当および勤勉手当として４，２１２千円

を支給するため、令和４年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６７６千

円、賞与等引当金３，５３６千円を取り崩す。 
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（単位：千円）

１．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地 522,902

ロ．建物 761,505

減価償却累計額 △ 114,119 647,386

ハ．構築物 17,851,311

減価償却累計額 △ 2,234,047 15,617,264

ニ．機械および装置 1,491,412

減価償却累計額 △ 426,127 1,065,285

ホ．車両運搬具 1,213

減価償却累計額 △ 783 430

へ．工具・器具および備品 5,172

減価償却累計額 △ 1,324 3,848

ト．リース資産 1,511

減価償却累計額 △ 817 694

チ．建設仮勘定 110,281

有形固定資産合計 17,968,090

（2）無形固定資産

イ．地上権 1

ロ．ソフトウェア 224

無形固定資産合計 225

（3）投資その他の資産

イ．破産更生債権等 10,595

貸倒引当金 △ 7,609

投資その他の資産合計 2,986

　固定資産合計 17,971,301

２．流動資産

（1）現金預金 212,516

（2）未収金 40,442

貸倒引当金 0 40,442

（3）その他流動資産 50

　流動資産合計 253,008

資産合計 18,224,309

３．固定負債

（1）企業債

9,393,973

（2）リース債務 156

　固定負債合計 9,394,129

令和５年度　小浜市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和６年３月３１日）

資産の部

負債の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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４．流動負債

（1）企業債

936,825

（2）リース債務 304

（3）未払金 58,997

（4）未払費用 5,061

（5）引当金

イ．賞与等引当金 3,991 3,991

（6）その他流動負債 600

　流動負債合計 1,005,778

５．繰延収益

（1）長期前受金

イ．受贈財産評価額 97,844

収益化累計額 △ 7,968 89,876

ロ．補助金 6,618,257

収益化累計額 △ 884,294 5,733,963

ハ．他会計補助金 318,027

収益化累計額 △ 52,993 265,034

ニ．受益者負担金および分担金 1,496,921

収益化累計額 △ 175,055 1,321,866

（2）建設仮勘定長期前受金

イ．補助金 55,440

ロ．受益者負担金および分担金 9,091

　繰延収益合計 7,475,270

負債合計 17,875,177

６．資本金

（1）資本金

イ．出資金 429,393

　資本金合計 429,393

７．剰余金

（1）資本剰余金

イ．受贈財産評価額 2,441

ロ．補助金 259,204

ハ．他会計補助金 1,651

資本剰余金合計 263,296

（2）利益剰余金

イ．繰越欠損金 343,557

利益剰余金合計 △ 343,557

　剰余金合計 △ 80,261

資本合計 349,132

　負債資本合計 18,224,309

資本の部

イ．建設改良費等の財源に
　　充てるための企業債
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機械および装置           ６年～３０年 

車両運搬具               ４年～　６年 

工具・器具および備品     ２年～１５年 

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）  

・定額法 

・主な耐用年数 

ソフトウェア    ５年   

注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

・定額法 

・主な耐用年数 

建 物      １５年～５０年  

構築物      １０年～５０年 

ハ．リース資産  

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

 

（２）引当金の計上基準  

イ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上し

ている。 

ロ．退職給付引当金 

福井県市町総合事務組合における普通負担金は下水道事業会計が負担し、当該負担金

等以外の追加の費用負担等については一般会計が負担するため、退職給付引当金は計上

していない。 

ハ．賞与等引当金 

職員の期末手当および勤勉手当の支給、ならびにそれに係る法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

 

（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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２．予定貸借対照表等に関する注記 

（１）後年度他会計負担金額企業債に関する事項 

イ．企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は５，１５３，９５５

千円である。 

 

３．セグメント情報に関する注記 

（１）報告セグメントの概要 

公営企業会計へ移行しているのは、公共下水道事業のみのため、報告セグメントは一 

つである。 

（２）報告セグメントごとの営業収益、営業費用、営業損益金額、経常損益金額、資産、負

債その他の項目の金額 

報告セグメントが一つのため、記載を省略している。 

 

４．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引 

    未経過リース料相当額 

     １年内    ３０４千円 

     １年超    １５６千円  

 
（２）破産更生債権の収納による貸倒引当金の取崩し 

令和５年度において、破産更生債権に区分している債権者より２５０千円の収納が

　　  見込まれるため、破産更生債権額を減額する。 
このうち、貸倒引当金に計上している分として同額の収納が見込まれるため、貸倒

　　  引当金２５０千円を取り崩す。 

      計     ４６０千円  

 

５．その他の注記 

（１）賞与等引当金の取崩し 
令和５年度において、令和５年度６月期末手当および勤勉手当として３，９９１千円

を支給するため、令和５年度６月期末手当および勤勉手当にかかる法定福利費６４９千

円、賞与等引当金３，３４２千円を取り崩す。 
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　一　般　職  

※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。

比  　較 0 73 76 △ 63 0
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1,314 0 296 504
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※（　）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの。
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区　分 増 減 額

(千円) 　 (千円)

給　料 △ 507

29

285

職員手当 △ 370 547

△ 917

制度改定に伴う
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

異動等に伴う分

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 821 異動等に伴う分

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

給料改定に伴う
増　　減　　分
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　
　級　

計 計
　級　 　級　
　級　 級
　級　 　級　
　級　 　級　
　級　 級
　級　
　級　

計 計

　　（級別の基準となる職務・一般行政職）
7級

主査 課長補佐

6 100.0

1級 2級 3級 4級 5級 6級

7 0 0.0
6 1 16.7

0 0.0 5
4 3 50.0 4

6 100.0

令和4年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 0 0.0 3
2 2 33.3 2

5

4 3 50.0 4

7 0 0.0
6 0 0.0

2 0 0.0 2

令和5年1月1日
現　　　　　在

1 0 0.0 1

3 3 50.0 3

5 0 0.0 5

区　　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和4年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   331,833

　平均給与月額 　（円）   

高　校　卒 154,600 154,600

大　学　卒 185,200 185,200

373,300

　平 均 年 齢　  （歳）     46歳1月

区　　　分 一般行政職(円）
国の制度

一般行政職（円）

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和5年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）   326,033

　平均給与月額 　（円）   369,961

　平 均 年 齢　  （歳）     44歳10月

44 

主事 
技師 

課長 
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　　エ　昇 給

本

年

度

前

年

度

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （3％～45％加算）

支給率等
(令和5年1月1日現在)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特　例　措　置

 （2％～20％加算）

区　分
20年勤続
（月分）

25年勤続
（月分）

35年勤続
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

前 年 度 2.15 2.15 4.3 有

国の制度 2.2 2.2 4.4 有

１２月

本 年 度 2.2 2.2 4.4 有

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 50.0 50.0

区　分
支 給 期 別 支 給 率（月分）

支給率計 職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月

３号級 （人） 0 0　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

２号級 （人） 0 0

４号級 （人） 3 3

　号級 （人）

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 6 6

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 3 3

4

　号級 （人）

比　率　（Ｂ）　/　（Ａ） （％） 66.7 66.7

２号級 （人） 0 0

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 4 4

　号級数別内訳

１号級 （人） 0 0

３号級 （人） 0 0

４号級 （人） 4

区分 合計
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

　職　員　数　（Ａ）　 （人） 6 6

45 下水道事業会計



扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 下水道使用料徴収

　　ク　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

  　給料総額に対する比率　（％） 0.04 0.04

　　支給対象職員の比率　　（％） 100.00 100.00

　　キ　特 殊 勤 務 手 当
　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職
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249,000 　　136,400　　     112,500 

損益勘定留
保資金等 

当該年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 企業債

千円 千円 千円 千円 千円 千円

62,942
令和6年度
～

令和10年度
62,942 62,942

過年度分

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 国庫補助金 企業債

千円 千円 千円 千円 千円 千円

57,481
令和元年度

～
令和4年度

51,887 令和5年度 5,471 5,471

千円 千円 千円 千円 千円 千円

585 令和5年度 585 585

千円 千円 千円 千円 千円 千円

298,000 令和5年度

小浜浄化セン
ター重力濃縮
槽（機械・電
気）改修

債務負担行為に関する調書

小浜市上下水
道料金徴収等
業務委託

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

小浜市上下水
道料金徴収等
業務委託

上下水道料金
等インボイス
対応システム
改修業務委託

左の財源内訳

左の財源内訳

当該年度以降の支払義
務発生予定額

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払義
務発生予定額
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    100 

損益勘定留
保資金等 




